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「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会」 開催要綱（案） 
 

１ 背景、目的  

今や我が国の社会経済活動の基盤となったインターネットは、世界的な普及の加速に

よってIPv4アドレス（注１）の国際的在庫が2011年初頭にも枯渇すると予測されており、イ

ンターネットを引き続き利用するためにはIPv4をその後継規格であるIPv6（注２）に切り替

える等、IPv4枯渇に向けた対応を実施することが急務となっている（注３）。 

昨年９月、総務省及びテレコム／インターネット関連団体は、「IPv4アドレス枯渇対応タ

スクフォース」（注４）を発足させ、官民一体となってIPv6への移行の推進等IPv4アドレスの

枯渇へ対策を推し進めている。 

本研究会では、こうした状況を踏まえ、IPv6への移行やその普及促進を図るため、行政

を含む関係者が取り組むべき具体策等について検討する。 

 

２ 名称  

本会は、「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会」と称する。 

 

３ 検討内容  

（１） IPv6対応化の着実な推進策 

・「インターネットの円滑なIPv6移行に関する調査研究会報告書」において検討された「ア

ドレス在庫枯渇への対応に向けたアクションプラン」の進捗状況の把握 

・IPv4枯渇対応に関する広報の到達状況の確認 等 

（２） IPv6の利用促進策 

・ネットワーク技術者等によるIPv6技術習得の促進 

・IPv6対応サービス、機器普及の促進 

・インターネットに接続される非PC機器の相互接続性の確保 等 

（３） その他 

 

４ 構成及び運営  

（１） 本会は、総合通信基盤局長の研究会として開催する。 

（２） 本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３） 本会には、座長及び座長代理を置く。 

（４） 座長は、構成員の互選により定め、座長代理は座長が指名する。 

（５） 座長は、本会を招集し、主宰する。また、座長代理は、座長を補佐し、座長不在のとき

は、座長に代わって本会を招集し、主宰する。 

（６） 座長は、本会の議論を促進するため、必要に応じて、ワーキンググループを開催する

ことができることとし、ワーキンググループの主査及び構成員は座長が指名する。 

（７） 本会は、必要がある時は、外部の関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（８） 座長は、上記の他、本会の運営に必要な事項を定める。 

 

５ 開催期間  

平成21年2月から平成21年12月を目途として開催する。 

 

６ 庶務 

本会の庶務は、総務省総合通信基盤局データ通信課が、関係課室の協力を得て行う。 

 



（注１）IPv4（Internet Protocol Version 4）：現在のインターネットの主要な基本技術とし

て利用されている通信方式。ネットワークに接続されるコンピュータ等を識別するための

数字をIPアドレスと呼び、IPv4では約43億個のIPアドレスを割り当てることができる。 

（注２）IPv6（Internet Protocol Version 6）：IPv4 の後継規格であり、IP アドレス数がほ

ぼ無限（3.4×1038個）、IPv4 に比べてセキュリティの強化及び各種設定が簡素化される等

の特徴がある。 

（注３）この点について、「インターネットの円滑な IPv6 移行に関する調査研究会（平成 19

年８月から平成 20 年６月）」において指摘されている。 

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/ipv6/index.html 参照。 

（注４）IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォース：http://kokatsu.jp 参照。 

 

 

     以上 

 



（別紙） 
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